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050301　支え合いで輝く豊かな地域社会の形成
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ＮＰＯによる共助社会づくり推進事業費

１　事業概要

　NPO法人が多様な担い手と協働して実施する共助の取

組、自発的主体的に地域課題を解決しようとする取組を

支援するとともに、中核的NPOの育成・底上げを図る。

（１）共助社会づくり支援事業　　　　 △1,268千円

      補助金が当初の見込みを下回ったことによる減等

（２）中核的ＮＰＯ育成事業　　　　　　   △7千円

      経費の節減による減額

（３）ＮＰＯ活動促進助成事業　　    △12,103千円

（４）「プロジェクト×共助」支援事業　　△55千円

      補助金が当初の見込みを下回ったことによる減

（５）助成事業管理費　　　　　　　　　　 △2千円

　　　経費節減による減額

２　事業主体及び負担区分

（１）及び（２）　(県4/5) 事業者1/5

（３）　(県4/5) 事業者1/5、(県10/10)

（４）及び（５）　(県10/10)

３　地方財政措置の状況

　単位費用算定あり

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×2.5人＝23,750千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　共助社会づくり支援事業　ＮＰＯによる地域課題解決につながる共助の取組に対して助成を行う。
　　　　（ア）市町村、ＮＰＯ法人その他団体による３主体以上の連携事業　　　2,742千円（当初4,000千円）
　　　　（イ）広報、事業審査等に係る事務費　　                              205千円（当初　215千円）
　　イ　中核的ＮＰＯ育成事業　ＮＰＯ法人が実施する地域の中核となるＮＰＯ法人の育成事業に対して助成を行う。
　　　　（ア）認定取得促進事業、仮認定取得促進事業　　　　　　　　　2,000千円
　　　　（イ）広報、事業審査等に係る事務費　　　　　　　　　　　　　　 75千円（当初　82千円）
　　ウ　ＮＰＯ活動促進助成事業　ＮＰＯの独創的・先駆的な取組に対して助成を行う。
　　　　（ア）ＮＰＯ活動サポート事業（分野指定枠、ネーミング事業）  6,403千円（当初12,500千円）
　　　　（イ）みんなでサポート事業　　　　　　　　　　　　　　　 　 6,500千円（当初12,500千円）
　　　　（ウ）共助社会づくり推進委員会部会運営費　　　　　　　　 　 7,266千円
　　　　（エ）共助社会づくり推進委員会部会管理費　　　　　　　　　　　191千円（当初　 197千円）
    エ　「プロジェクト×共助」支援事業
　　　　県の３大プロジェクト等の推進に寄与する事業（ＮＰＯ活動サポート事業に該当するものを除く。）を支援
　　　する。

　　オ　助成事業管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　410千円（当初　 412千円）

（５）補正予算の概要

　　　　（ア）「プロジェクト×共助」支援事業　　　　　　　　　　　　  545千円（当初　 600千円）

（２）事業計画
   ア　共助社会づくり支援事業　 助成金説明会の実施、事業の募集・審査、採択事業決定、事業終了後の報告会
　 イ　中核的ＮＰＯ育成事業　 事業を実施する中間支援ＮＰＯの募集、審査、採択事業の決定、実績確認
　 ウ　ＮＰＯ活動促進助成事業　 助成金説明会の実施、事業の募集・審査、採択事業決定、事業終了後の報告会
　 エ  「プロジェクト×共助」支援事業　 助成金説明会実施、事業の募集・審査、採択事業決定、事業終了後の報告会
（３）事業効果　共助の担い手となり得るＮＰＯ法人の育成が図られ、共助社会づくりが推進される。
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　ＮＰＯ活動促進事業の事務の一部を民間に委託する。

(単位：千円)

      補助金が当初の見込みを下回ったことによる減等

　 ア　事業概要(１)(３)(４)：ＮＰＯへの補助金が当初の見込みを下回ったこと等による減額補正　△13,426千円
　 イ  事業概要(２)(５)：経費節減による減額　　△9千円

分野施策


